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新エネルギー推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成23年度

当初予算額

平成23年度

最終予算額

平成24年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

環境活動支援セン

ター事業費
11,368 11,368 15,924 15,924

１ 目的

環境活動に対する支援や環境学習の推進に加え、県民運動としての地球温暖化防止等の取組を進める

ために、環境活動支援センターの運営等を支援する。

２ 内容

(1)環境活動支援センター事業実施委託料（ 15,815千円 （一）15,815千円 ）

民生分野の取組における中核的な機能を担う事業を「ＮＰＯ法人環境の杜こうち」に委託

①民の環境活動に対する支援や環境学習の推進

②地球温暖化防止活動の推進

(2)事務費（ 109千円 （一）109千円 ）

【目指す成果】

県民の環境活動を活発化し、環境にやさしいライフスタイルの輪を広げ、また県民一人ひとりが温

暖化防止の取組を実行し、県内の温室効果ガス排出量を削減していく持続的な社会の形成

３ 平成23年度に実施した主な事業の実績見込み

①環境活動支援･･･、環境活動に関する情報提供等（メールマガジン配信先1,020か所）

②環境学習支援･･･こどもエコクラブ県事務局、エコまなぶ号貸出、環境学習講師派遣

③地球温暖化防止･･･推進員活動支援、学校版ＣＯ２ＣＯ２削減コンテスト（参加校29校）
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新エネルギー推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成23年度

当初予算額

平成23年度

最終予算額

平成24年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

地球温暖化対策

推進事業費
9,429 8,411 17,267 6,000 11,267

１ 目的

高知県地球温暖化対策実行計画に基づき、高知県自ら温暖化防止の取組を進めるとともに、県民や事

業者と連携・協働して、地球温暖化防止活動を県民運動として取り組む。

２ 内容

(1)地球温暖化対策推進事業費 （ 3,141千円 （一）3,141千円 ）

高知県地球温暖化対策実行計画に基づく取組の進捗管理を行うとともに、地球温暖化対策の推進に

関する法律に基づき、公表を義務付けられている県全体の温室効果ガス排出量の算定を行う。

(2)環境マネジメントシステム推進費 （ 7,721千円 （一）7,721千円 ）

地球温暖化防止のため、高知県が自ら出先機関を含む全庁の職場でエコオフィス活動を展開すると

ともに、民間団体等へもエコオフィス活動を広めることにより、温室効果ガスの削減を行う。

(3)エコドライブ推進事業費 （ 405千円 （一）405千円 ）

県民や事業者に高知県エコドライブマイスターによるエコドライブ講習会を実施するなど、身近に

すぐ行動できる温暖化防止活動を広める。

(4)温室効果ガス削減対策診断支援事業費 （ 6,000千円 （国）6,000千円 ）

高知県地球温暖化対策実行計画に基づく削減目標を達成するため、県内の中規模事業者等に対して、

温室効果ガス削減対策のための相談・診断等による支援を行う。

３ 平成23年度に実施した主な事業の実績見込み

・平成21年度温室効果ガス排出量の算定

（平成24年3月現在の公表統計書等に基づく暫定値 8,082千t-CO2 ）

・高知県エコドライブマイスターによるエコドライブ教習会の実施

（県主催の講習会を４教習所で実施 34名参加、 教習所独自講習会を2教習所で実施 18名参加）

・県有127施設（本庁舎3、出先機関74、県立学校48、県立病院2）の温室効果ガスの排出量削減

（平成22年度削減実績： 平成18年度比 -1,609千t-CO2、 -6.4％※）

※ 高知県庁環境マネジメントシステム（コツコツニュース）の報告データ

・デマンド警報装置設置施設の拡大と使用電力量の見える（デマンドウェブ）化

（設置個所拡大 83施設→103施設、 見える（デマンドウェブ）化 95施設）

・省エネ法改正に伴う中長期計画書及び定期報告書等の作成

・全ての県有施設を対象に省エネ法改正に基づく管理標準を作成
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新エネルギー推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成23年度

当初予算額

平成23年度

最終予算額

平成24年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

エネルギー対策費

（新エネルギー導

入促進事業費）

8,639 12,848 67,130 42,142 24,988

１ 目的

日照時間トップクラス等の豊富な新エネルギー資源を地域内で活かしきるために、地域参画型で新エ

ネルギーを活用した発電事業の事業化を検討すること等により、新エネルギーの一層の導入を促進す

る。

また、メガソーラーの導入を促進することにより設備の設置や維持管理業務を誘発し、新たな雇用や

県内経済の活性化につなげるとともに、防災拠点における新エネルギー等の導入による災害に強く環境

負荷の小さい地域づくりを推進する。

２ 内容

(1)新エネルギー導入促進事業費補助金 （ 20,063千円 （一）20,063千円 ）

メガソーラーを設置する発電事業者に対し、助成を行う市町村に対して補助する。

○補助金（20,000千円）

・補 助 先：市町村

・補助対象経費：発電事業者が電力会社の送電網へ接続するために要する経費

・補 助 率：市町村が補助する対象費用の１／２

・補 助 限 度 額：1件あたり20,000千円

・補 助 期 間：平成 24～26 年度

○事務費（63 千円）

(2)地域再生可能エネルギー事業化検討協議会推進費 （ 3,952千円 （一）1,810千円 （国）2,142千円 ）

「こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会」を運営し、太陽光、風力、小水力発電に関する

地域参画型の事業化に向けた検討を行う。

○風力発電設備設置調査委託料 （2,142 千円）

・委 託 先：専門業者（コンサルタント）

・委託方法：指名競争入札

○事務費（1,810千円）

(3)防災拠点再生可能エネルギー等導入推進事業費補助金 （ 40,000千円 （国）40,000千円 ）

防災拠点や災害時に機能を保持すべき公共施設等への再生可能エネルギーや蓄電池等の導入に対し

て補助する。（防災拠点の例：庁舎、避難所、社会福祉施設、医療施設、学校など）

・補 助 先：市町村、民間事業者

・補 助 率：市町村 定額、民間事業者 １／３以内

・補助対象経費：再生可能エネルギー（太陽光、風力、小水力、バイオマス）及び蓄電池の導

入に要する経費

・補 助 期 間：平成24～28年度
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新エネルギー推進課 （単位：千円）

(4)事務費 （ 3,115千円 （一）3,115千円 ）

３ 平成23年度に実施した主な事業の実績見込み

(1)住宅用太陽光発電導入促進事業 （ 4,131千円 （一）4,131千円 ）

○住宅用太陽光発電導入促進事業費補助金（3,500千円）

補助金交付実績 35件

(2)地域再生可能エネルギー事業化検討協議会推進費（ 7,102千円 （一）7,102千円 ）

○太陽光発電候補地調査委託 1,426千円

・委託先：パシフィックコンサルタント（株）高知営業所

・委託料：2,782,500円

○こうち再生可能エネルギー事業化検討協議会の開催

・事業化検討協議会 ４回

・太陽光発電検討部会 ４回

・風力発電検討部会 ３回

・小水力発電検討部会 ３回
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新エネルギー推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成23年度

当初予算額

平成23年度

最終予算額

平成24年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

地球温暖化防止

県民会議活動推

進事業費

9,483 9,483 9,162 9,162

１ 目的

高知県地球温暖化対策実行計画（平成23年3月策定）に基づき、県民や事業者と連携・協働して、地

球温暖化防止活動を推進するための高知県地球温暖化防止県民会議事務局を運営する。

２ 内容

(1)地球温暖化防止県民会議事務局運営費 （ 436千円 （一）436千円 ）

県民会議総会及び行政部会の運営等を行う。

(2)事業者部会事業推進費 （ 4,628千円 （一）4,628千円 ）

県民会議事業者部会が実施する県内事業者の温暖化対策を推進するための各事業を委託する。

(3)県民部会事業推進費 （ 4,098千円 （一）4,098千円 ）

県民会議県民部会が実施する各家庭での温暖化対策を推進するための各事業を委託する。

３ 平成23年度に実施した主な事業の実績見込み

(1)地球温暖化防止県民会議事務局運営費

・総会の開催 １回（出席74団体88名）※会員数251団体（平成24年3月末現在）

・行政部会の開催 ３回

・ワーキング（実行計画（区域施策編）策定）の開催 １回

・実行計画策定（事務事業編）環境省主催ワークショップの開催 ２回

(2)事業者部会事業推進費

・事業者部会の開催 ２回

・ストップ温暖化宣言事業者推進事業 宣言事業者28者

・省エネアドバイザーの派遣 ３回

・エコアクション21研修会の開催 １回

・エコアクション21審査人養成 １名

・エコアクション21地方事務局認定の取得

・エコ通勤ウィークの実施 16団体、378人が参加、3.31t-CO2の削減

(3)県民部会事業推進費

・県民部会の開催 ４回、
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新エネルギー推進課 （単位：千円）

・ワーキングの開催

（グリーンコンシューマー 14回、レジ袋削減 3回、木づかい 5回、交通エコポイント利用促進

4回、電気自動車急速充電器普及検討 5回、コツコツ電気削減コンソーシアム 3回、エコドラ

イブ 1回）

・「男も（女も）！持つぞマイバッグキャンーペーン」の開催

参加者総数：８０９名 CO2削減総量：1169.6kg

・交通エコポイント原資の利用還元事業 「ですか」でゴーの実施

利用者1,514名（平成24年1月末現在）

・環境家計簿の普及

「子どもにもつけられる環境家計簿」促進プロジェクト 出前授業 9小学校

・一般家庭でのエネルギー使用量調査の実施

・「家庭のエネルギーモノサシ調査」 応募272名
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新エネルギー推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成23年度

当初予算額

平成23年度

最終予算額

平成24年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

住宅用太陽光発電

導入促進事業費
4,131 4,131 －

Ⅰ 住宅用太陽光発電導入促進事業費 （ 4,131千円 (一)4,131千円 ）

１ 目的

県産木材を使用した木造住宅の整備に併せ、太陽光発電設備を設置するものに対し、設備費の一部を助成す

ることで木材産業の振興に加え、新エネルギーの太陽光発電の導入を促進させる。

２ 内容

(1) 住宅用太陽光発電導入促進事業費補助金（ 4,000千円 (一) 4,000千円 ）

① 補 助 目 的：木材産業の振興に加え、新エネルギーの太陽光発電の導入を促進させる。

② 補 助 先：住宅を整備又は取得する者

③ 補助対象経費：住宅用太陽光発電設備の設置費

④ 補 助 率：定額（100,000円）

⑤ 補 助 条 件：「こうち木の住まいづくり助成事業費補助金(木材産業課所管)」を活用して建築

又は整備する住宅に太陽光発電設備を設置すること。

⑥ 補 助 期 間：H22～H23

(2)事務費（ 131千円 （一）131千円 ）

３ 平成23年度に実施した事業の実績

・補 助 件 数 35件

・補 助 金 交 付 額 3,500千円

・太陽光発電設備導入規模 161.88ｋｗ
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新エネルギー推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成23年度

当初予算額

平成23年度

最終予算額

平成24年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

公共施設等省エネ

・グリーン化推進

事業費

60,000 55,273 －

１ 目的

市町村及び民間事業者が実施する施設の省エネ・グリーン化に係る事業を支援することで、当面の雇用

創出と中長期的に持続可能な地域経済社会の構築につなげる。

２ 内容

公共施設等省エネ・グリーン化推進事業費補助金 （ 60,000千円 （入）60,000千円 ）

・補助先：民間事業者

・補助率：１／３

・補助額：上限 20，000千円 （計60,000千円）

３ 平成23年度に実施した主な事業の実績

公共施設等省エネ・グリーン化推進事業費補助金 （55,273千円 （入）55,273千円）

民間事業者（８事業者）の省エネ設備改修事業に対して補助を行った。

【補助事業者】

・株式会社インターナカツ 1,333,000円

・こうち生活協同組合 2,624,000円

・株式会社太陽 3,746,000円

・池田紙業株式会社 2,282,000円

・テクノヒロセ株式会社 2,400,000円

・医療法人瑞洋会田中整形外科病院 20,000,000円

・株式会社高知大丸 20,000,000円

・高知旭光精工株式会社 2,757,000円

計 ９件 55,142,000円

だい８ 四万市 19,118,000円 〃

香南市 15,000,000円 〃
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新エネルギー推進課 （単位：千円）

事 業 名

平成23年度

当初予算額

平成23年度

最終予算額

平成24年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

グリーンニューデ

ィール基金積立金
2,595 2,595 －

１ 目的

地球温暖化対策、一般廃棄物、微量ポリ塩化ビフェニル廃棄物等の処理及び海岸漂着物の回収、処理等

の環境問題に係る取組を推進することで、当面の雇用創出と中長期的に持続可能な地域経済社会の構築に

つなげることを目的として、基金の運用益を積み立てる。

２ 内容

グリーンニューディール基金運用益積立 （ 2,595千円 （財）2,595千円 ）

①積立期間：平成21年度から平成23年度まで

②財 源：(国) 10／10

③積立根拠：高知県グリーンニューディール基金条例第２条

※これまでの積立等実績

・平成21年９月補正で(国)847,000千円積立

・平成21年度基金運用益1,860千円積立

・平成22年度基金運用益3,213千円積立

・平成23年度基金運用益1,519千円積立
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